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第 1 章 計画の基本的考え方 

1 計画の趣旨 

台東区では、すべての区民が、性別にかかわりなく個人として尊重され、男女

が対等な立場であらゆる活動に参画し、喜びと責任を分かち合う男女平等参画社

会の実現を目指すことを目的として「台東区男女平等推進行動計画 はばたきプ

ラン 21」を策定し、区の施策を総合的・計画的に進めてきました。 

平成 13 年 9 月には、男女平等参画の拠点施設である「男女平等推進プラザ は

ばたき 21」がオープンし、男女平等参画に関する情報の収集と提供、講座・講演

会の実施、区民活動の支援など、区民の意見や発想を生かしながら、区民との協

働による運営に取り組んできました。 

平成 27 年 1 月には、区における男女平等の推進について基本となる事項を定

めた「東京都台東区男女平等推進基本条例」を施行し、同年 3 月には、条例に基

づく計画として第 4 次行動計画、令和２年３月には、第５次行動計画を策定し、

「誰もが自分らしく生きられる男女平等参画社会」の実現に向けた取組を推進し

てきました。 

長年の様々な取組により、男女平等参画は前進してきましたが、根強く残る固

定的な性別役割分担意識の解消や、あらゆる分野における女性の参画推進、仕事

と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進など、男女平等参画社会の実

現に向けては多くの課題が残されています。加えて、令和２年度以降の新型コロ

ナウイルス感染症の影響により、配偶者等からの暴力の増加・深刻化や非正規雇

用労働者が多い女性の雇用不安・生活困窮などの問題も顕在化しています。 

こうした状況のなか、第５次行動計画の計画期間が令和６年度で終了すること

から、「はばたきプラン 21」推進会議の答申、また、令和 5 年度に実施した男女

平等に関する台東区民意識調査の結果や第 5 次行動計画の評価を踏まえ、新たに

第６次行動計画を策定します。 

新たな行動計画は、区の長期総合計画の計画期間や社会情勢の変化などを勘案

し、5 年間の計画期間とします。 

そして、今後 5 年間に取り組むべき課題について、基本目標と施策を明らかに

するとともに、評価指標を設定し、全庁的に取組を推進していきます。 
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2 計画策定の背景 

（1）国際的な動き 

国際連合（以下「国連」という。）は、昭和 20（1945）年の創設以来、女性の

地位向上に取り組んできました。 

昭和 23（1948）年には「世界人権宣言」が、昭和 41（1966）年には「国際

人権規約」が、昭和 42（1967）年には「女性差別撤廃宣言」が採択されました。 

さらに、国連は、昭和 50（1975）年を「国際婦人年」とし、同年に国際婦人

年世界会議（メキシコ会議）を開催、「世界行動計画」や「メキシコ宣言」を採択

し、その翌年の昭和 51（1976）年からの 10 年間を「国連婦人の 10 年」と定め、

「平等・開発・平和」を目標に女性の地位向上に向けた取組を進めてきました。 

昭和 54（1979）年には、女子差別撤廃条約が国連総会で採択され（日本は昭

和 60（1985）年に批准）、昭和 57（1982）年には、女子差別撤廃委員会が設

置され、各国の条約の履行状況について、定期的に審査が行われています。 

平成 7（1995）年には、北京会議（第４回世界女性会議）において、「北京宣

言」と「北京行動綱領」が採択されました。「北京行動綱領」は、貧困、教育、健

康など、12 の重大問題領域に沿って「女性のエンパワーメント」を実現するため

の課題と、取組の方向性を示したものであり、ジェンダー平等を達成するため「あ

らゆる法律、公共政策、計画及びプロジェクトにジェンダーの視点を組み込むこ

と（ジェンダー主流化）」を掲げて各国政府に取組の促進を求めています。 

平成 22（2010）年には「ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための

国連機関」の設立が国連総会決議で採択され、翌年 1 月から「国連女性機関」（UN 

Women）が活動を開始しました。 

平成 27（2015）年には、「北京宣言」及び「北京行動綱領」が採択されて 20

年に当たることを記念して、第 59 回婦人の地位委員会（北京＋20）を開催し、

「第 4 回世界女性会議 20 周年における政治宣言」と 2 つの決議が採択されまし

た。 

また、同年９月に開催された国連サミットにおいて「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」が採択されました。このアジェンダの目標である「持続可能

な開発目標」（SDGs）において、17 の目標のうちの目標５として、「ジェンダー

平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワーメントを図ること」を掲げると

ともに、その実施には「ジェンダー主流化」が不可欠であるとされました。 

令和元（2019）年 6 月には、国際労働機関（ILO）において、職場での暴力や

ハラスメントを全面的に禁止する初の条約が採択されました。 

令和 2（2020）年以降の新型コロナウイルス感染の拡大は、世界規模で人々の

生命や生活に大きな影響を及ぼし、DV や性暴力の増加、深刻化が各国で報告さ

れるなど、とりわけ女性への影響が深刻とされました。 
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（2）国の動き 

第二次世界大戦後の日本では、女性の参政権が実現し、日本国憲法に基本的人

権の尊重、男女の本質的平等の理念がうたわれるなど、女性の地位は大きく向上

しました。 

また、昭和 31 年に日本が国連に加盟したことにより、国内における男女平等

に関する取組は、国際社会の動きと連動しながら進められてきました。 

昭和 50 年に開催された国際婦人年世界会議を機に、国は、婦人問題企画推進

本部を設置し、「世界行動計画」を受けて、昭和 52 年に「国内行動計画」を策定

しました。 

昭和 55 年には、女子差別撤廃条約に署名し、国籍法の改正、「雇用の分野にお

ける男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（男女雇用機会均等法）の

制定等を経て、同条約に批准しました。 

昭和 62 年には、「男女共同参加型社会の形成を目指すこと」を総合目標とする

「西暦 2000 年に向けての新国内行動計画」を策定し、平成３年に第１次改定を

行いました。その際、「参加」を「参画」に改め、「男女共同参画型社会の形成を

目指す」こととしました。 

平成６年には、総理府に男女共同参画室と男女共同参画審議会が設置され、婦

人問題企画推進本部は、内閣官房に移されて男女共同参画推進本部となりました。

平成８年には、この審議会が答申した「男女共同参画ビジョン－21 世紀の新たな

価値の創造－」を踏まえ、「男女共同参画 2000 年プラン」が策定されました。 

また、国は、「北京行動綱領」におけるコミットメント（誓約）を受けて、平成

11 年に「男女共同参画社会基本法」を制定し、男女共同参画社会の実現に向けて、

総合的・計画的に施策を進めています。平成 12 年には、同法に基づき、男女共同

参画基本計画を策定し、平成 13 年には、行政改革により行われた省庁再編にと

もなって設置された内閣府に男女共同参画局が設けられ、重要政策会議の一つと

して男女共同参画会議も設置されて、男女共同参画推進本部とともに、「北京行動

綱領」のいう「ナショナル・マシーナリー」（国内本部機構）が整備されました。 

令和２年 12 月に策定された第５次男女共同参画基本計画では、「Ⅰ あらゆる分

野における女性の参画拡大」、「Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現」、「Ⅲ 男女共同参

画社会の実現に向けた基盤の整備」、「Ⅳ 推進体制の整備・強化」の４つの政策領

域を定め、政策領域ⅠからⅢの下に「政策・方針決定過程への女性の参画拡大」を

はじめ、重点的に取り組む 11 の個別分野が示されています。 

また、法制面では、男女雇用機会均等法、「短時間労働者の雇用管理の改善等に

関する法律」（パートタイム労働法）、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を

行う労働者の福祉に関する法律」（育児・介護休業法）の数次にわたる改正に加え、

「児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関す

る法律」（児童買春禁止法）、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関す

る法律」（配偶者暴力防止法）、「ストーカー行為等の規制等に関する法律」（スト

ーカー規制法）、「私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律」（リ

ベンジポルノ規制法）など、男女共同参画に関連する法制度の整備も進められま

した。 

平成 27 年 8 月には、女性の採用・登用・能力開発等のための事業主行動計画

の策定を事業主に義務付ける「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」

（女性活躍推進法）が成立し、令和４年４月からは、対象を拡大して、労働者数

101 人以上の企業に対し、状況把握・課題分析を踏まえた行動計画の策定・届出・

周知・公表を義務付け、また、同年７月からは、労働者数 301 人以上の企業には、
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女性の活躍に関する情報公表の必須項目として「男女の賃金の差異」が追加され、

最低３項目の公表が義務づけられることになりました。 

平成 29 年 6 月には、強姦罪の構成要件及び法定刑を改めて強制性交等罪とす

ることや、監護者わいせつ罪及び監護者性交等罪の新設、非親告罪化など、性犯

罪に関する規定を強化する刑法の抜本改正が行われ、平成 30 年 5 月には、衆議

院、参議院及び地方議会の選挙において、男女の候補者の数ができる限り均等と

なることを目指した「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」が成

立、同年 6 月には、婚姻適齢を男女ともに一律 18 歳とする民法の改正が行われ

ました。 

令和元年５月には、「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職

業生活の充実等に関する法律」（労働施策総合推進法）が改正され、パワー・ハラ

スメントの防止対策が法制化されるとともに、男女雇用機会均等法と育児・介護

休業法が改正され、セクシュアル・ハラスメント及びマタニティ・ハラスメント

の防止対策が強化されました。さらには、児童虐待の防止と早期発見を目的とし

て、児童福祉法、配偶者暴力防止法等の一部が改正され、児童相談所の体制を強

化するとともに、DV 対策との連携が強化されました。 

令和５年５月には「配偶者暴力防止法」の改正（保護命令制度の拡充など）、同

年６月には「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の

理解の増進に関する法律」（ＬＧＢＴ理解増進法）が公布・施行されています。ま

た７月には「刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律」が施行され、強制性交

等罪などから不同意性交等罪・不同意わいせつ罪への罪名の変更、性的姿態等撮

影罪が新設されるなどしました。 

また、令和６年１月に能登半島地震が発生し、女性の視点に立った避難所の開

設・運営をはじめとする、災害対応における男女共同参画の視点からの取組促進

が急務となっています。 

同年４月には、年齢、障害の有無、国籍等を問わず、性被害や家庭の状況等の

様々な事情により日常生活や社会生活を送る上で困難な問題を抱える女性を支援

するための施策を推進する「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（女

性支援法）が施行されていますが、これは、昭和 31 年に成立し、一度も抜本的な

改正が行われなかった売春防止法から婦人保護事業を切り離し、多様化・複雑化・

複合化した女性をめぐる課題に対応するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

グローバル・ジェンダー・ギャップ指数（Global Gender Gap Index：GGGI） 

 
 

グローバル・ジェンダー・ギャップ指数とは、世界経済フォーラムが 2006 年以

降、毎年公表している「グローバル・ジェンダー・ギャップ報告書」の中で発表さ

れている、各国の社会進出における男女の格差を表す指数です。 

この指数は、経済・教育・健康・政治の 4 つの分野のデータから作成され、0 が

完全不平等、1 が完全平等を意味しています。 

2024 年 6 月に発表された日本の総合スコアは 0.663 で、政治分野における女

性の参画の進展などにより、前年から順位を上げたものの、146 か国中 118 位（前

年は、146 か国中 125 位）となっています。教育分野（0.993）と健康分野（0.973）

のスコアが世界トップクラスである一方、経済分野（0.568）の順位が 120 位、政

治分野（0.118）が 113 位と低く、男女の管理職比率や所得格差の解消、女性の政

治参画などが依然として大きな課題となっています。 

MEMO 
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（3）東京都の動き 

東京都は、昭和 51 年に都民生活局婦人計画課を設置して以降、国際的な動き、

国の動きに対応して男女平等に関する計画を策定してきました。 

平成 12 年に「東京都男女平等参画基本条例」を制定し、平成 14 年に「男女平

等参画のための東京都行動計画 チャンス＆サポート東京プラン 2002」を策定し

ました。その後、平成 19 年 3 月の改定を経て、平成 24 年に「男女平等参画の

ための東京都行動計画 チャンス＆サポート東京プラン 2012」を策定しました。 

また、配偶者暴力対策の分野では、平成 21 年 3 月に「東京都配偶者暴力対策

基本計画」が策定され、さらに平成 24 年 3 月に改定を行いました。 

その後、平成 29 年 3 月に「東京都女性活躍推進計画」と「東京都配偶者暴力

対策基本計画」を合わせて男女共同参画基本法に基づく都道府県男女共同参画計

画及び都条例に基づく行動計画とする「東京都男女平等参画推進総合計画」が策

定され、令和４年３月には「ライフ・ワーク・バランスの実現と働く場における

女性の活躍推進」「男女平等参画の推進に向けたマインドチェンジ」「配偶者暴力

対策」を３つの柱とした内容に改定しています。 

平成 30 年 9 月には、いかなる種類の差別も許されないという、オリンピック

憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現に向けて、本邦外出身者に対する不当な

差別的言動や性自認及び性的指向を理由とする不当な差別的取扱いを解消するた

め、「東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現を目指す条例」

を制定しました。 

令和元年 12 月には、条例に基づく計画として、「東京都性自認及び性的指向に

関する基本計画」を策定し、令和５年３月に改定を行っています。 

なお、都内では、平成 27 年以降、複数の区において同性パートナーシップに

関する制度が創設されていましたが、令和４年 11 月より、届出から受理証明書の

発行までをオンラインで実施できる「東京都パートナーシップ宣誓制度」の運用

を開始しています。 

また、令和６年３月には、女性支援法の施行に伴い、東京都における困難な問

題を抱える女性の福祉の増進及び自立に向けた施策を総合的かつ計画的に展開し

ていくため「困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に関する東京

都基本計画」を策定しています。 
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3 計画の位置づけ 

台東区男女平等推進行動計画（はばたきプラン 21）は、東京都台東区男女平等

推進基本条例第 8 条第 1 項に規定する推進計画であり、男女共同参画社会基本法

第 9 条及び第 14 条第 3 項に規定する区市町村における男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策についての基本的な計画に相当するものです。 
 

台東区女性活躍推進計画は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

第 6 条第 2 項に規定する「女性の職業生活における活躍の推進に関する施策につ

いての計画」に相当するもので、この計画の「基本目標 2 職業生活における女

性の活躍推進」を台東区女性活躍推進計画として位置づけます。 
 

台東区配偶者暴力防止基本計画は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する法律第 2 条の 3 第 3 項に規定する「配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護のための施策の実施に関する基本計画」に相当するもので、この計画

の「施策（7）配偶者等からの暴力の防止及び被害者保護」を台東区配偶者暴力防

止基本計画として位置づけます。 
 

台東区女性支援基本計画は、困難な問題を抱える女性への支援に関する法律第

8 条第 3 項に規定する「困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に

関する基本的な計画」に相当するもので、この計画の「施策（10）困難を抱える

方への支援の充実」を台東区女性支援基本計画として位置づけます。 
 

本計画は、「台東区基本構想」の趣旨や「台東区長期総合計画」を踏まえ、「台

東区行政計画」、「台東区次世代育成支援計画」「台東区多文化共生推進プラン」等

の諸計画と調和・連携する計画として策定するものです。 

関連する法律                            台東区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 計画の期間 

計画期間は、令和 7 年度から令和 11 年度までの 5 年間です。 

 

年 度 令和7 令和8 令和9 令和10 令和11 

男女平等推進
行動計画 

 

    

男女共同参画社会基本法 

女性活躍推進法 

DV 防止法 

女性支援法 

計画期間 5 年 

【国】 

・第５次男女共同参画基本計画 

 

【東京都】 

・東京都男女平等参画推進総合計画 

・困難な問題を抱える女性への支援のための

施策の実施に関する東京都基本計画 

 

台東区基本構想 

台東区長期総合計画 

台東区行政計画 

第６次台東区男女平等推進行動計画 

台東区次世代育成支援計画、台東区多文化共生推進プラン 等 

調和・整合 

調和・連携 

調和・整合 

調和・連携 
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5 SDGs との関係について 

SDGs では、持続可能な世界を実現するために、「ジェンダー平等を実現しよ

う」や「平和と公正をすべての人に」など 17 の目標と、具体的に達成すべき 169

のターゲットを設定し、地球上の誰一人として取り残さないことを誓っています。 

国は、2030 年までに日本の国内外において SDGs を達成するための中長期的

な国家戦略である「SDGs 実施指針（2023 年改訂版）」において、重点事項②と

して掲げる「『誰一人取り残さない』包摂社会の実現」に向け、「女性登用の加速

化を含む女性の活躍と経済成長の好循環の実現」等の取組を推進していくとして

います。また、各ステークホルダーに期待される役割として、「SDGs の全ての目

標の達成に向けた取組において、多様なステークホルダーがジェンダーの視点を

共有することが重要である」ことが明記されています。 

本区においても、本計画にこれらに関連する取組を定め、計画の着実な推進を

図ることで、SDGs の達成につなげていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

  

男女共同参画シンボルマーク 

 

 内閣府男女共同参画局では、平成 21 年に男女共同参画社会基本

法制定 10 周年を迎えるにあたり、男女共同参画のシンボルマーク

を作成しました。 

このシンボルマークは、男女が手を取り合っている様子をモチー

フにし、互いに尊重しあい、共に歩んでいけたらという願いをこめ

ています。 

MEMO 
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6 計画の基本理念と基本目標 

 

＜台東区基本構想に掲げる将来像＞ 

 

世界に輝く ひと まち たいとう 
住む人、働く人、訪れる人、すべての人々は、安全安心で多様性が尊重された

社会の中で、希望と活力にあふれ、いきいきと活躍しています。 

長い間、積み重ねられてきた歴史や、まちに息づく多彩で粋な文化は、台東区

を輝かせる光として、人々の誇りや憧れであり続けています。 

台東区は、「ひと」も「まち」も輝くことで、世界中の人々を惹きつけ、とも

に更なる活力と魅力を生み出す「世界に輝くひとまちたいとう」の実現を目指し

ます。 

 

 

すべての人々が、性別にかかわらず、個人として尊重され、喜びと責任を分かち合

い、多様な生き方が選択できるジェンダー平等社会を実現するため、本計画の基本理

念を次のように定めます。 

 

台東区男女平等推進行動計画の基本理念 

 

多様性を認め合い、誰もが自分らしく生きるための 

ジェンダー平等社会の実現 
 

 

基本理念のもと、「性別による固定的役割分担、偏見等が社会的に作られたもので

あることを意識しようという視点」(ジェンダーの視点)を区政運営の横断的な視点と

して、3 つの基本目標を設定し、施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

【計画推進の基盤】ジェンダーの視点による区政運営の推進 

【基本目標 1】 

あらゆる分野への

男女平等参画の 

推進 

【基本目標 2】 

職業生活における 

女性の活躍推進 

 

【基本目標 3】 

誰もが安心して 

暮らせる環境の 

整備 
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7 計画の評価指標 

本計画に基づく施策を推進するために、基本目標ごとに評価指標を設定し、進

捗状況を管理します。 

 

 

基本目標１  あらゆる分野への男女平等参画の推進 
 

●評価指標 

評価指標名 根拠となるデータ 
現状 

（令和５年度） 
計画目標 

（令和11年度） 

「男性は仕事、女性は家
庭」という考え方を否定す
る人の割合 

男女平等に関する
台東区民意識調査 

【全体】88.1％ 増加 

【男性】85.6％ 増加 

審議会等における女性委
員の割合 

審議会等への女性 
の参画状況調査 

27.6％ 
（令和６年 

4月1日現在） 
35％ 

女性の視点を取り入れた
防災対策が行われている
と感じる人の割合 

男女平等に関する 
台東区民意識調査 

6.7％ 30% 

 

 

基本目標２  職業生活における女性の活躍推進 

 

●評価指標 

評価指標名 根拠となるデータ 
現状 

（令和５年度） 
計画目標 

（令和11年度） 

職場での男女差別が「特
にない」と思う人の割合 

男女平等に関する 
台東区民意識調査 

38.8% 50% 

仕事、家庭生活、個人の
生活の調和がとれてい
ると考える人の割合 

男女平等に関する 
台東区民意識調査 

10.0％ 30% 

台東区が子育てしやす
いと感じる割合 

次世代育成支援に 
関するニーズ調査 

55.2％ 増加 
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基本目標３  誰もが安心して暮らせる環境の整備 

 

●評価指標 

評価指標名 根拠となるデータ 
現状 

（令和５年度） 
計画目標 

（令和11年度） 

DV（ドメスティック・バ
イオレンス）の被害経験
がある人の割合 

男女平等に関する 
台東区民意識調査 

21.2% 減少 

セクシュアル・ハラスメ
ントの被害経験がある人
の割合 

男女平等に関する 
台東区民意識調査 

13.1% 減少 

乳がん検診受診率  
健康づくりと医療に
関する区民意識調査 

51.2% 

60％ 

子宮頸がん検診受診率 
健康づくりと医療に
関する区民意識調査 

53.7% 

人権が守られていないと
考える区民の割合 

台東区民の意識調査 33.2％ 減少 

 

 

【計画推進の基盤】 ジェンダーの視点による区政運営の推進 

 

●評価指標 

評価指標名 根拠となるデータ 
現状 

（令和５年度） 
計画目標 

（令和11年度） 

台東区男女平等推進基本
条例の認知度 

男女平等に関する 
台東区民意識調査 

31.1% 50% 

台東区男女平等推進行動
計画 はばたきプラン21
の認知度 

男女平等に関する 
台東区民意識調査 

27.2% 30% 

男女平等推進プラザの認
知度 

男女平等に関する 
台東区民意識調査 

18.6％ 30% 

係長級以上の女性行政系
職員の割合 

女性の活躍に関す
る情報公表 

30.5％ 40％以上 

男性職員の育児参加休暇
取得率 

女性の活躍に関す
る情報公表 

62.2％ 100％ 

男性職員の出産支援休暇
の取得率 

女性の活躍に関す
る情報公表 

73.0％ 100％ 
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8 計画の施策体系図 

 

基本目標１ あらゆる分野への男女平等参画の推進 
 

施策１ ジェンダー平等意識の形成 

 

施策２ 意思決定過程への男女平等参画の推進 

 

施策３ 男女平等参画の視点に立った防災・復興体制の確立 
 
 

基本目標２ 職業生活における女性の活躍推進 

 台東区女性活躍推進計画_ 

施策４ 女性の就業・登用・起業の機会拡大 

 

施策５ ワーク・ライフ・バランスの実現 

 

施策６ 子育て世代・介護者への支援 

 
 

基本目標３ 誰もが安心して暮らせる環境の整備 

施策７ 配偶者等からの暴力の防止及び被害者保護 

 台東区配偶者暴力防止基本計画  

 

施策８ あらゆる暴力の防止への取組 

 

施策９ 生涯を通じた男女の健康支援 

 

施策 10 困難を抱える方への支援の充実 

 台東区女性支援基本計画※  

 

施策 11 誰もが自分らしく生きられる社会の実現 
 

計画推進の基盤 ジェンダーの視点による区政運営の推進 
 
施策１ 男女平等参画の総合的推進 

 

施策２ 男女平等推進プラザの機能強化 

 

施策３ 国・東京都・企業・ＮＰＯ等との連携 

 
 

①男女平等参画を推進する広報・啓発活動の充実   ②男性への男女平等参画の取組 

③ジェンダー及び性の多様性に関する理解の促進に向けた教育・学習の提供 

①審議会等への男女平等参画の推進    ②区民が立案・参画する機会の増加 

③区民の社会・地域活動への参加の促進 
 
①男女平等参画の視点に立った防災・復興対策の推進 

 

 

 

①働き方の変革と女性の活躍推進に向けた事業者等への取組の支援 

②女性への就職・再就職支援、起業支援、キャリア形成支援  ③区における働き方の変革と女性の活躍推進 

①ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発 

②ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた事業者等への支援 

③出産・育児・介護に対する職場の理解の促進 

①多様な子育て支援サービス・保育サービスの充実   ②子育てに関する支援者の育成 

③子育て世代の居場所づくり、ネットワークづくりの支援  ④ひとり親家庭等への支援 

⑤介護者への支援      ⑥男性の家事・育児・介護への参画支援 

 

 

①ＤＶ相談業務の充実と関係機関との連携    ②ＤＶ被害者の安全の確保と自立支援 

③配偶者等からの暴力を防止するための取組 

①ハラスメント防止のための取組 

②ストーカー行為の防止に関する周知・情報提供と関係機関や民間団体との連携 

③性暴力等の防止に関する意識啓発と情報提供 

①女性の人生の各ステージに対応した健康支援の充実  ②生涯を通じた健康づくりの推進 

③成長過程に応じた性に関する理解の促進 

 

①困難な問題を抱える女性への支援    ②若年層の性的搾取の防止に関する啓発 

③高齢者への支援      ④障害者への支援 

① 性の多様性に関する理解の促進と相談体制の整備   ②外国人向け情報提供及び相談事業の充実 

③ ヤングケアラー問題への対応 

 

①全庁的な推進体制      ②職員に対する教育・研修体制の充実 

③施策・事業を推進するための評価体制づくり 

①区民との協働による活力ある運営    ②相談事業の充実 

③男女平等参画社会を実現するための今日的課題への取組と認知度の向上 

①国・東京都・企業・ＮＰＯ等への積極的な働きかけと連携 

<
台
東
区
基
本
構
想
に
掲
げ
る
将
来
像
> 

世
界
に
輝
く 

ひ
と 

ま
ち 

た
い
と
う 

取組の方向性 

取組の方向性 

取組の方向性 

取組の方向性 【
計
画
の
基
本
理
念
】
多
様
性
を
認
め
合
い
、
誰
も
が
自
分
ら
し
く
生
き
る
た
め
の 

ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
社
会
の
実
現 

※女性支援基本計画は施策７、施策８及び計画推進の基盤の施策３も対象になる事業があります。 



●第 1 章 計画の基本的考え方 

13 

9 計画事業一覧 

基本目標 1 あらゆる分野への男女平等参画の推進 

事業番号 計画事業 ページ 

施策（1）ジェンダー平等意識の形成 

取組の方向性① 男女平等参画を推進する広報・啓発活動の充実 

1 男女平等参画に関する情報提供 25 

2 男女平等推進フォーラム 25 

3 メディア・リテラシーの普及 25 

103 男女平等に関する台東区民意識調査＜再掲＞ 25 

109 男女平等参画推進講座＜再掲＞ 25 

取組の方向性② 男性への男女平等参画の取組 

4 男性の家事・育児への参画に向けた取組 26 

5 男性の介護への参画に向けた取組 26 

17 シニア世代の地域活動支援＜再掲＞ 26 

18 市民活動参加への支援と意識啓発＜再掲＞ 26 

109 男女平等参画推進講座＜再掲＞ 26 

取組の方向性③ ジェンダー及び性の多様性に関する理解の促進に向けた 

教育・学習の提供 

6 ジェンダー平等を進める幼児教育の推進 27 

7 ジェンダー平等を進める人権教育の推進 27 

8 ジェンダー平等に関する教職員の研修 27 

9 性別にとらわれない進路指導 27 

10 ジェンダー平等を進める啓発の推進 27 

11 ジェンダー平等を進める家庭教育の推進 27 

12 【新規】女子生徒・女子学生の理工系分野への進路選択の促進 28 

施策（2）意思決定過程への男女平等参画の推進 

取組の方向性① 審議会等への男女平等参画の推進 

13 審議会等への女性の積極的登用 31 

14 女性の参画を推進するためのガイドラインの活用 31 

15 女性委員の参画状況調査 31 

取組の方向性② 区民が立案・参画する機会の増加 

13 審議会等への女性の積極的登用＜再掲＞ 31 

104 男女平等推進プラザの各種委員会への参画＜再掲＞ 31 

取組の方向性③ 区民の社会・地域活動への参加の促進 

16 地域活動における男女平等参画の推進 32 

17 シニア世代の地域活動支援 32 

18 市民活動参加への支援と意識啓発 32 

19 いきがいづくりと社会参加への支援 32 

施策（3）男女平等参画の視点に立った防災・復興体制の確立 

取組の方向性① 男女平等参画の視点に立った防災・復興対策の推進 

20 男女平等参画の視点による防災対策の推進 35 

21 防災・災害復興分野への女性の参画推進 35 

22 防災に関する知識の普及、啓発 35 

23 災害発生後における相談・支援体制の整備 35 
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基本目標 2 職業生活における女性の活躍推進 

事業番号 計画事業 ページ 

施策（4）女性の就業・登用・起業の機会拡大 

取組の方向性① 働き方の変革と女性の活躍推進に向けた事業者等への取組の 

支援 

24 法律や制度の理解の促進 39 

25 職場環境等の向上支援 39 

34 ワーク・ライフ・バランス推進企業認定＜再掲＞ 39 

35 企業における両立支援事業の紹介＜再掲＞ 39 

62 ハラスメントに関する研修・講座＜再掲＞ 39 

取組の方向性② 女性への就職・再就職支援、起業支援、キャリア形成支援 

26 女性のための就労支援 39 

27 女性創業者・メンター交流会 39 

28 起業家・若手経営者支援 40 

29 雇用・就業相談 40 

30 障害者の就労支援 40 

取組の方向性③ 区における働き方の変革と女性の活躍推進 

31 区におけるワーク・ライフ・バランス及び女性職員の活躍の推進 40 

62 ハラスメントに関する研修・講座＜再掲＞ 40 

97 採用及び職域の拡大にあたってのジェンダー平等の推進＜再掲＞ 40 

98 管理職選考の受験の奨励＜再掲＞ 40 

99 区における男性職員の育児参画に向けた取組＜再掲＞ 40 

施策（5）ワーク・ライフ・バランスの実現 

取組の方向性① ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発 

4 男性の家事・育児への参画に向けた取組＜再掲＞ 44 

5 男性の介護への参画に向けた取組＜再掲＞ 44 

32 ワーク・ライフ・バランスに関する理解の促進 44 

33 ワーク・ライフ・バランス推進のための講座 44 

取組の方向性② ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた事業者等への支援 

34 ワーク・ライフ・バランス推進企業認定 44 

35 企業における両立支援事業の紹介 44 

36 企業への育児・介護休業制度の普及促進 45 

取組の方向性③ 出産・育児・介護に対する職場の理解の促進 

36 企業への育児・介護休業制度の普及促進＜再掲＞ 45 

107 はばたき 21 相談室＜再掲＞ 45 

施策（6）子育て世代・介護者への支援 

取組の方向性① 多様な子育て支援サービス・保育サービスの充実 

4 男性の家事・育児への参画に向けた取組＜再掲＞ 48 

37 保育・子育て支援サービス 48 

38 保育提供体制の整備 48 

39 障害児の保育・通学支援 48 

40 子育て支援に関する情報提供 48 

41 子育て相談 48 

60 児童虐待防止に関する取組＜再掲＞ 49 

取組の方向性② 子育てに関する支援者の育成 

42 家庭教育支援者養成 49 
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取組の方向性③ 子育て世代の居場所づくり、ネットワークづくりの支援 

4 男性の家事・育児への参画に向けた取組＜再掲＞ 49 

11 ジェンダー平等を進める家庭教育の推進＜再掲＞ 49 

37 保育・子育て支援サービス＜再掲＞ 49 

40 子育て支援に関する情報提供＜再掲＞ 49 

43 おやこサポート・ネットワーク 49 

109 男女平等参画推進講座＜再掲＞ 49 

取組の方向性④ ひとり親家庭等への支援 

43 おやこサポート・ネットワーク＜再掲＞ 50 

44 ひとり親家庭の経済的負担の軽減 50 

45 高等学校進学等支援 50 

46 ひとり親家庭ホームヘルプサービス 50 

47 母子生活支援施設の運営 50 

48 【新規】養育費受け取り支援 50 

取組の方向性⑤ 介護者への支援 

49 介護サービスの充実と質の向上 51 

94 ヤングケアラー支援＜再掲＞ 75 

取組の方向性⑥ 男性の家事・育児・介護への参画支援 

4 男性の家事・育児への参画に向けた取組＜再掲＞ 51 

5 男性の介護への参画に向けた取組＜再掲＞ 51 

 

 

基本目標 3 誰もが安心して暮らせる環境の整備 

事業番号 計画事業 ページ 

施策（7）配偶者等からの暴力の防止及び被害者保護 

取組の方向性① DV 相談業務の充実と関係機関との連携 

50 配偶者暴力相談支援センターの運営 55 

51 女性相談における庁内連携 55 

52 相談員の能力向上 55 

取組の方向性② DV 被害者の安全の確保と自立支援 

53 被害者に対する安全の確保 55 

54 被害者の自立のための支援 55 

55 被害者支援に関するマニュアルの活用 56 

56 被害者支援のための庁内連携及び関係機関との連携の強化 56 

57 職員に対する DV 被害者の支援に関する研修 56 

取組の方向性③ 配偶者等からの暴力を防止するための取組 

58 
配偶者等からの暴力（デート DV を含む）に関する情報の収集と

提供 
56 

59 配偶者等からの暴力（デート DV を含む）に関する講座の実施 56 

60 児童虐待防止に関する取組 56 

施策（8）あらゆる暴力の防止への取組 

取組の方向性① ハラスメント防止のための取組 

61 ハラスメント防止のための意識啓発と情報提供 59 

62 ハラスメントに関する研修・講座 59 

107 はばたき 21 相談室＜再掲＞ 59 
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取組の方向性② ストーカー行為の防止に関する周知・情報提供と関係機関や民

間団体との連携 

63 ストーカー行為等を防止するための意識啓発と情報提供 59 

64 ストーカー行為等の防止に関する研修・講座 59 

107 はばたき 21 相談室＜再掲＞ 60 

取組の方向性③ 性暴力等の防止に関する意識啓発と情報提供 

3 メディア・リテラシーの普及＜再掲＞ 60 

65 スマートフォンルールの周知及び犯罪被害等の防止に向けた取組 60 

77 若年層に向けた性的搾取の防止に関する啓発＜再掲＞ 60 

107 はばたき 21 相談室＜再掲＞ 60 

施策（9）生涯を通じた男女の健康支援 

取組の方向性① 女性の人生の各ステージに対応した健康支援の充実 

66 女性のトータルヘルスサポート 63 

67 出産・育児準備期の健康支援 63 

72 健康相談の実施＜再掲＞ 63 

取組の方向性② 生涯を通じた健康づくりの推進 

66 女性のトータルヘルスサポート＜再掲＞ 63 

68 性感染症予防及び正しい知識の普及啓発 63 

69 各種健診及び指導 63 

70 高齢者の健康づくりへの支援 64 

71 こころとからだの健康学習の推進 64 

72 健康相談の実施 64 

73 精神保健福祉相談 64 

84 障害者相談支援＜再掲＞ 64 

107 はばたき 21 相談室＜再掲＞ 64 

取組の方向性③ 成長過程に応じた性に関する理解の促進 

74 性及び自己の尊重のための教育 64 

施策（10）困難を抱える方への支援の充実 

取組の方向性① 困難な問題を抱える女性への支援 

51 女性相談における庁内連携＜再掲＞ 68 

52 相談員の能力向上＜再掲＞ 68 

75 【新規】支援調整会議の設置 68 

76 【新規】女性相談支援員の増員 68 

111 企業や NPO 等市民活動団体との連携＜再掲＞ 68 

取組の方向性② 若年層の性的搾取の防止に関する啓発 

3 メディア・リテラシーの普及＜再掲＞ 69 

65 
スマートフォンルールの周知及び犯罪被害等の防止に向けた取組

＜再掲＞ 

69 

77 若年層に向けた性的搾取の防止に関する啓発 69 

107 はばたき 21 相談室＜再掲＞ 69 

取組の方向性③ 高齢者への支援 

5 男性の介護への参画に向けた取組＜再掲＞ 69 

17 シニア世代の地域活動支援＜再掲＞ 69 

19 いきがいづくりと社会参加への支援＜再掲＞ 69 

70 高齢者の健康づくりへの支援＜再掲＞ 69 

78 ひとり暮らし高齢者と高齢者のみの世帯への支援 69 

79 高齢者の生活支援体制整備 70 

80 高齢者の総合的相談 70 
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81 ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 70 

82 高齢者虐待防止に関する取組 70 

83 【新規】成年後見制度における中核機関の整備 70 

取組の方向性④ 障害者への支援 

19 いきがいづくりと社会参加への支援＜再掲＞ 71 

30 障害者の就労支援＜再掲＞ 71 

39 障害児の保育・通学支援＜再掲＞ 71 

41 子育て相談＜再掲＞ 71 

49 介護サービスの充実と質の向上＜再掲＞ 71 

81 ユニバーサルデザインのまちづくりの推進＜再掲＞ 71 

83 【新規】成年後見制度における中核機関の整備＜再掲＞ 71 

84 障害者相談支援 71 

85 障害者虐待防止に関する取組 71 

施策（11）誰もが自分らしく生きられる社会の実現 

取組の方向性① 性の多様性に関する理解の促進と相談体制の整備 

86 性の多様性に関する理解の促進 74 

87 性的指向・性自認に関する相談事業の実施 74 

88 性的指向・性自認を理由とする社会的な困難の解消に向けた取組 74 

89 【新規】「性の多様性に関するガイドライン」策定 74 

90 【新規】交流の場・機会の提供（試行） 74 

取組の方向性② 外国人向け情報提供及び相談事業の充実 

91 在住外国人支援 74 

92 【新規】子供日本語教室の開催 75 

93 学校園における外国人への支援 75 

取組の方向性③ ヤングケアラー問題への対応 

94 【新規】ヤングケアラー支援 75 
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【計画推進の基盤】ジェンダーの視点による区政運営の推進 

事業番号 計画事業 ページ 

（1）男女平等参画の総合的推進 

取組の方向性① 全庁的な推進体制 

31 
区におけるワーク・ライフ・バランス及び女性職員の活躍の推進 

＜再掲＞ 

78 

95 全庁的な推進体制の充実 78 

96 女性の人権に配慮した表現ガイドラインの活用 78 

97 採用及び職域の拡大にあたってのジェンダー平等の推進 78 

98 管理職選考の受験の奨励 78 

99 区における男性職員の育児参画に向けた取組 78 

取組の方向性② 職員に対する教育・研修体制の充実 

62 ハラスメントに関する研修・講座＜再掲＞ 79 

100 職員に対するジェンダー平等に関する研修 79 

取組の方向性③ 施策・事業を推進するための評価体制づくり 

101 「はばたきプラン 21」推進会議の運営 79 

102 行動計画事業の推進 79 

103 男女平等に関する台東区民意識調査 79 

（2）男女平等推進プラザの機能強化 

取組の方向性① 区民との協働による活力ある運営 

2 男女平等推進フォーラム＜再掲＞ 82 

104 男女平等推進プラザの各種委員会への参画 82 

105 男女平等推進プラザ登録団体との連携 82 

106 ジェンダー平等を推進する人材の育成 82 

取組の方向性② 相談事業の充実 

107 はばたき 21 相談室 82 

取組の方向性③ 男女平等参画社会を実現するための今日的課題への取組と 

認知度の向上 

1 男女平等参画に関する情報提供＜再掲＞ 82 

108 男女平等推進プラザ情報コーナーの充実 83 

109 男女平等参画推進講座 83 

（3）国・東京都・企業・NPO 等との連携 

取組の方向性① 国・東京都・企業・NPO 等への積極的な働きかけと連携 

105 男女平等推進プラザ登録団体との連携＜再掲＞ 85 

110 国・東京都等への要望と連携 85 

111 企業や NPO 等市民活動団体との連携 85 
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10 計画内容の見方 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

施策に関連する社

会情勢や区内の状

況を踏まえ、現状

と課題を記載して

います。 

基本目標を達成する

ために展開する施策

を記載しています。 

基本理念の実現に向けた基本目標

を記載しています。 
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施策に関連する取組の

方向性について記載し

ています。 

事業番号を記載して

います。再掲事業に

ついては、事業番号

の後に（再掲）と記

載しています。 

計画事業名を記載し

ています。新規事業

については、事業名

の前に【新規】と記

載しています。 

事業内容を記載して

います。 

計画事業の所管課

を記載しています。 




